        社会科単元指導案                          　　　　指導者  川瀬健一
１．分野・単元    私たちの暮らしと政治のしくみ
２．単元目標      （１）政治の立案・実行・救済の組織である、国会・内閣・裁判所および地方自治のしくみとそれぞれの役割を理解する。
　　　　　　　　　（２）この政治のしくみを国民はどのような権利に基づいて動かせるかをつかむ。

　　　　　　　　　（３）深刻な大気汚染の問題を、政治のしくみをどう動かして解決するかをシュミレーションし、しくみと国民の関わりへの理解を深める。
３．単元の指導観  
　　日本国憲法の前文には、政治のありかたについて、次のように定めている。
 　「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであって、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民が享受する。」
 　この規定によれば、政治の福利（恩恵）は国民が受けるとあるので、政治は国民一人一人が持っている幸福を追求する権利を守るためにあると考えられる。
 　では、国民が実際に自分の人権を侵されないためには、また人権を侵された場合には、自分の生活を守るために、何ができるのか。国民には、このために、次の権利が保障されている。政治に参加する権利：権利が侵されることのないような世の中をつくる。救済を求める権利：侵された権利の回復をもとめる。
この二つの権利は、実際としては、どのように使えばよいのか。そして国民は自分たちの幸福を守るため政治をどう動かし、どう監視するのか。
 　この問題を考えるために、川崎でも今も問題となっている「大気汚染」の問題をとりあげ、この問題を解決するには、私たちが、政治をどのように動かせるのかを考えてみたい。そして、その事を通じて、政治の仕組みを知り、主権者としての動き方・普段から気をつけておきたいことを考えさせていきたい。
４．指導計画

	時
	課題
	生徒の活動

	１
	三権分立のしくみ

－国会・内閣・裁判所の仕事と相互の関係－
	１　国の政治の働きは、国会・内閣行政府・裁判所が分担していることをつかみ。それぞれの機関の仕事をつかむ。

２　３つの機関はお互いを監視できる仕組みにあることをつかみ、なぜ政治の３つの機関がお互いを監視することになったのかを考え、三権分立の意味をつかむ。

	２
	国会・内閣・裁判のしくみ
	１　国会のしくみをつかむ（国会の仕事・二院制・審議の方法・衆議院の優越）

２　内閣のしくみをつかむ（内閣の仕事・議院内閣制）。

３　裁判のしくみをつかむ（三審制各種裁判所・刑事裁判民事裁判）

	　　　３


	国会・内閣・裁判所と国民の権利

－国民はこれをどう監視できるかー
	１　国政の機関相互の監視機能を復習し、本当に相互監視ができるのかを考える。

２　国会議員・首相や大臣・裁判官を誰が選び誰が辞めさせることが出来るのかを考える。

３　以上の作業を通じ、国政の当事者を国民が監視できるのは唯一選挙だけであることをつかみ、選挙の意味を確認する。

	４


	地方自治のしくみ
	１　地方公共団体では、立法機関の議会と執行機関の首長・役所があることをつかむ。

２　この二つの機関は、不信任決議と再議要求拒否権によって、お互いをチェックできることをつかむ。

	５
	地方自治と国民の権利

－国民はこれをどう監視できるかー
	１　議会と首長のどちらも住民の選挙で選ばれることを確認する。

２　住民は代表を選ぶだけだなく、その代表を罷免できるだけではなく、直接法律（条例）の改廃まで請求する権利を持っていることをつかむ。

３　国政と地方自治とで住民の権利がどう違うかを考え、地方自治の大事さを認識する。

	６
	大気汚染問題を考える
	１川崎の大気汚染の状態を知る。

２この原因が何であるかを推理し、今は自動車の排気ガスが主な原因であることをつかむ。

３川崎の空気をきれいにするには、どのような対策が必要かを考える。

	７～８
	政治の各機関をどう動かし何をさせるか

①班づくりと考察
	１　川崎の空気をきれいにするために、どの政治の機関を動かしたいかを考え、チームを編成する。

２　その政治の機関の仕事内容を念頭におき、何をさせたらよいかと、どうしたら動かせるかを考え、行動計画書を作成する。

	９～10
	発表と討論
	１　各チームの行動計画書を発表する。

２　それぞれの対策の是非を討論する。

	11
	レポートのまとめ
	

	12
	教科書をまとめる
	


５．評価規準

	関心・意欲・態度
	社会的な思考・判断
	資料活用の技能・表現
	知識・理解

	
	
	
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治のしくみ（１）

「三権分立のしくみとは？」
１．本時の目標　　①国の政治の働きは、国会・内閣行政府・裁判所が分担していることをつかみ。それぞれの機関の仕事をつかむ。。

　　　　　　　　　②３つの機関はお互いを監視できる仕組みにあることをつかみ、なぜ政治の３つの機関がお互いを監視することになったのかを考え、三権分立の意味をつかむ。

２．本時の指導観　　

　　日本は三権分立のしくみで政治を行っている。すなわち国会は立法権を司り、国政のもとになる法律をつくり、行政のもとである予算の決定権を持つ。また内閣・行政府は、法律に基づいて行政を司るとともに、外交関係・防衛の仕事にも携わる。さらに裁判所はこの政治による不利益や一般の権利侵害を回復し社会の安定を司っている。そしてこの３つの機関は相互に監視しあい、独走を防ぐようになっている。すなわち国会は内閣に対し総理大臣を指名・内閣不信任を出せ、裁判所へは犯罪を犯した裁判官弾劾できる。内閣は衆議院の解散を決定でき、裁判所の裁判官の任命できる。裁判所は法令の審査権をもち、行政裁判を実施できる。しかし三権分立と言っても、議院内閣制をとっているため国会と内閣は一体であり、すべての裁判官の任命権をもっているために、内閣の権限は大きく独立しており、互いの監視機能は弱い。

　　本時は三つの機関の仕事をつかみ、なぜ政治の機関が三つに分かれているかを考え、最後に相互の監視機能を学んで、十分に監視しあっているかを考えさせたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習（政治のありかた）

国の政治の仕組み


三権相互の監視機能

まとめ
	ノートの復習問題をつうじて、日本国憲法における政治のあり方や目的を確認する。

1 国会の仕事とは？

2 内閣の仕事とは？

3 裁判所の仕事とは？

各自の考えをノートに書く

各自の意見を発表する。

図に従い、相互の監視機能を学ぶ

まとめの問題で今日の学習内容をつかむ
	復習問題を提示

教科書ｐ94の図「三権相互のかかわり」を提示

※図や教科書の説明を参照

※もし一つの機関だったらを考えさせる

※本時は監視機能を学ぶにとどめ、問題は提示するに留める。


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


   社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（２）

「三権分立のしくみ②」
１．本時の目標　①国会のしくみをつかむ（国会の仕事・二院制・審議の方法・衆議院の優越）

　　　　　　　②内閣のしくみをつかむ（内閣の仕事・議院内閣制）。

　　　　　　　③裁判のしくみをつかむ（三審制と各種裁判所・刑事裁判民事裁判）

２．本時の指導観　

　　　三権のそれぞれは専門家集団で成り立っている。選挙で選ばれた国会の仕事は法律案・予算案を審議し行政をチェックすることで国政の基本を定める。国会の首相指名で選ばれた内閣は、行政の専門家集団である各省庁を指揮し、国政全般の方向を決める。内閣によって任命された裁判所は法に基づいて組織や個人を裁く。

　　　本時は、前時で概略を学んだ国政のしくみをさらに詳しく学び、それぞれの働きと相互の関係、そして国民との関係をつかみながら、次の時間に、国政の機関を国民がどう監視できるかを考えることの、基礎知識を与えておきたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習（国政の概略）

国会の仕事としくみ

内閣の仕事としくみ

裁判所の仕事としくみ

まとめ
	前の授業の学習を思い出し、国政が三権分立のしくみで行われていることを確認する。

教科書を読み、国会の仕事と実際にそれがどう運営されているかをつかむ（法案・予算案などの審議。二院制と衆議院の優越）

教科書を読み、内閣の仕事と実際にそれがどう運営されているかをつかむ（法律の実行・予算作成と実行・外交など、議院内閣制、専門家集団としての省庁）

教科書を読み、裁判所の仕事と実際にそれがどう運営されているかをつかむ（三審制と各種裁判所、刑事裁判と民事裁判）

まとめ問題で今日の学習の内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

教科書ｐ86・87を提示する

※だれが国会議員を選ぶのかを確認する

教科書ｐ90・91を提示する

※だれが内閣を選ぶのかを確認する

教科書ｐ94～99を提示する

※だれが裁判官を選ぶのかを確認する


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（３）

「国民は国政をどう監視できるか？」
１．本時の目標　①国政の機関相互の監視機能を復習し、本当に相互監視ができるのかを考える。

　　　　　　　　②国会議員・首相や大臣・裁判官を誰が選び誰が辞めさせることが出来るのかを考える。

　　　　　　　　③以上の作業を通じ、国政の当事者を国民が監視できるのは唯一選挙だけであることをつかみ、選挙の意味を確認する。

２．本時の指導観　　

　　　日本の国政は「三権分立」と言ってはいるが、これは極めて不十分であり、相互監視機能はほとんど働かない。なぜなら国会と内閣は議院内閣制をとっているので基本的に一体であり、裁判所も内閣の任命であるため、一部に「反乱」があっても三審制をとっているために、内閣や国会を裁くことはできない。また裁判所の違憲立法審査権も強制力はないし、国会の弾劾裁判も訴追された裁判官を後追い的に弾劾するに過ぎない。したがって国政の機関相互の監視機能はほとんど働かない。

　　　また国民は国政の機関を担う人々の任免はほとんどできず、唯一国会議員を選挙できるだけ。

　　　本時は、国政の各機関を担う人々をd誰が選び辞めさせるのかを確認する作業を通じて、国民が国政の機関を監視できる唯一の機会が選挙であることをつかませていきたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	前時の復習

国政と国民



まとめ
	ノートにより、国政のしくみの概略を確認。

三権分立で国政の機関どうしがどう監視しあっていたかを復習する。

国政の機関を担う人々を誰が選び任命するのかを考え、自分の考えをノートに書く。

各自の意見を発表する

自分の考えをノートに書く

班で討論する

各班の意見を発表する

まとめ問題で本時の学習内容をつかむ
	ノートの復習問題を提示

資料①を再提示

※完全に任免できるものはないことに留意。

※内閣と議会は一体、内閣と裁判所も一体であることに留意




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


  社会科学習指導案                    　　           　　　　   指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（４）

「地方自治のしくみ」
　１．本時の目標　①　地方公共団体の政治の機関は、立法機関の議会と執行機関の首長・役所があることをつかみ、この二つの機関は、不信任決議と議会の解散・再議要求拒否権によって、お互いをチェックできることをつかむ。

　　　　　　　　　②　地方自治のしくみと国の政治のしくみの違いを考える。

２．本時の指導観　　

　　　地方公共団体の政治のしくみは、国の政治のしくみとは大きく異なっている。執行機関の長と地方議会の双方が、住民の直接選挙で選ばれた代表であり、この二つの機関は違いに独立している。したがって首長は、自身が出した条例案や予算案などを議会が否決したときは、再審議を請求し、議会の決定を拒否することができ、議会がそれをも否決した場合には議会解散という形で住民に直接信を問えるのである。また議会も主張と意見が違ったときには、首長に対して不信任を突きつけられ、国の政治の場合以上に双方の独立性が強く互いに監視し会えるようになっている。さらに住民が直接請求権という形で首長や議会に対して直接行動ができる。

　　　本時は住民の直接請求権を除く地方自治の仕組みを学び、これが国の政治とはどこが違い、なぜ違ってきたのかを考えることを通じて、地方自治の特色をつかませたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習「国の政治と国民」

地方自治のしくみ


まとめ
	国の政治では国民の公務員選択罷免権は大きく制限され、三権分立の機能もあまり働かないことを確認。

教科書を読み、議会と執行機関があり、それぞれの仕事を確認すると同時に、二つの機関の相互関係と住民との関係をつかむ

ノートに自分の考えを書く

各班で討論する。

各班の意見を発表する。

ノートのまとめ問題でまとめる
	ノート復習問題を提示

教科書ｐ72・73の「地方自治を支えるしくみ」を提示する

※ここは自由に発言させていく

※双方が住民の直接選挙で選ばれていることと、その結果二つの機関の独立性が高いことに留意




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（５）

「地方自治と住民の権利」
１．本時の目標　①　　議会と首長のどちらも住民の選挙で選ばれること、そして住民は代表を選ぶだけだなく、その代表を罷免でき、直接法律（条例）の改廃などまで請求する権利を持っていることをつかむ。

　　　　　　　　②　　国政と地方自治とで住民の権利がどう違うかを考え、地方自治の大事さを認識する。

２．本時の指導観　　

　　　地方自治の仕組みでは、住民の権利がきわめて大きく設けられ、かなり政治を監視できるようになっている。議会と首長の双方を住民は選べると同時に、一定の数の署名があれば、議会の解散と首長の解職を住民投票にかけることが出きる。また条例の制定や改廃も一定の署名があれば出きるし、行政に対する監査請求も一定の署名があればできる。

　　　これらの住民の権利は「直接請求権」と呼ばれ、国政の場合には選挙と請願権しかないのに反して、地方自治は、かなり直接民主制に近い形となっている。

　　　本時は、住民の権利を学び、これが国政の場合とどこが違うかを考えて、地方政治の方が、住民が直接政治に参加できるようになっていることをつかませたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：地方自治のしくみ

地方自治と住民の権利

　

まとめ
	ノートの問題にそって地方自治のしくみでは政治を行う人すべてが住民の代表であったことを確認

資料を読み、直接請求権の具体的内容と、何について住民投票ができるかを確認する

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

まとめの問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

教科書ｐ74・75を提示

※議員を選ぶこと以外はすべて、地方自治だけの権利であることを確認させる


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　   　　　　指導者  川瀬健一
私たちの暮らしと政治（６）

大気汚染をどうやってなくすか？
本時の目標　①　大気汚染で最も問題なのは物を燃やしたときに出る「二酸化窒素」であり、喘息などの病気をもたらすことをつかみ、主な排出原因が自動車であることをつかむ。

　　　　　②　どうしたら自動車の排気ガスを減らすことができるかを考え、政治の問題としてはどうしたらよいかを考える。
２．本時の指導観

　　　地球環境というとき温暖化をもたらす二酸化炭素が問題であるが、もう一つ人間の健康を犯し喘息などの病気の原因になる二酸化窒素も問題である。そしてその主な排出原因は自動車である。

　　　川崎は主要国道が南北に交差しているため、自動車排気ガスによる大気汚染は深刻である。特に国道246号と旧府中県道が交差する西高津中学校のあたりは、一月の三分の二は二酸化窒素の濃度が有害な量に達している状態である（市の基準では月に18日。国の基準では月に２日。いずれも2002年９月の数字。国の環境基準が甘く、川崎市の基準でも甘い）。しかしこれを緩和もしくは完全に無くすには自動車の動力を燃料電池によるモーターへ転換することが必要だが、まだまだ対策は取りきれていない。

　　　本時は、川崎の大気汚染状態（とりわけ二子の）の現状をつかみ、この原因が主に自動車の排出ガスでることをつかむことを通じて、根絶する方法を考え、それを政治の問題としては、どうやったらよいかを考えさせていきたい。
　３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：地方自治の住民の権利

大気汚染の現状と対策



まとめ
	地方自治においては住民は直接政治を行い監視できることを確認する。

資料を読み、川崎高津区二子は二酸化窒素濃度が環境基準を上回っており、原因は自動車の排気ガスにあることをつかむ。

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する。

自分の考えをノートに書く

各自の考えを発表する

まとめ問題で今日の学習をつかむ
	ノートの復習問題を提示

資料２川崎の大気汚染の現状を提示

※国の環境基準は甘く、川崎市のでもまだ甘いことに留意。

※環境基準を厳しくすることだが、根本的には電気自動車でないとだめなことを確認。

※環境基準強化・えねるぎー転換は法律または条令によることに留意


４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（７・８）

「大気汚染をどうしたらなくせるか②」
１．本時の目標　　①大気汚染の主因である自動車排気ガスをなくす（減らす）方法を踏まえ、政治の機関に何をさせたらよいかを考える。

　　　　　　　　②どの政治の機関を動かすかを選び、その機関の仕事内容およびその機関を動かす方法を念頭において、政治の諸機関に大気汚染をなくすために何をさせるかの行動計画書をつくる。

２．本時の指導観　　

　　　大気汚染の主因である自動車排ガスをなくす（減らす）方法はすでに技術的に開発されている。すなわち自動車に脱硫・脱硝装置をつけること、ディーゼル車をなくすこと。そして根本的な解決には、電気自動車への前面転換がある。しかしこの対策が進まないのは、転換に伴う経済的負担に対して、事業者・製造業者・行政が消極的だからであり、この解決は優れて政治的な決断によっている。

　　　本時は以上のことを踏まえつつ、大気汚染をなくす（減らす）には政治が何をすれば良いのかを念頭におきつつ、政治の諸機関に何をさせればよいのかを考え、各自が（グループが）どの政治機関を動かすかを選び、その機関の仕事内容と動かし方を考慮しつつ、その機関を動かす行動計画書を作成し、政治を動かす実際をシュミレーションさせたい。

　３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：大気汚染とその対策

グループをくむ


まとめ
	ノートの問いに答えていく中で自動車排ガス対策とこれが進まない現状とを確認する。

４～５人のグループを組み、内閣省庁・国会・裁判所・市長市役所・市議会の各機関を２チーム程度で分担する。

ノートに自分の意見を書く

班で討論し各班の意見をまとめる

各班の行動計画をレポートにまとめる
	ノートの復習問題を提示する

※10月29日結審の東京公害裁判の状況を補足。（行政の不作為もメーカーの責任も認めない）

· ①各政治の機関の仕事

②政治機関にどんなことをさせるか

③どのようにしてその機関を動かすかを考える。




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

私たちの暮らしと政治（９・10）

「討論」「自動車排ガスを減らす（なくす）には政治の諸機関をどう動かしたら良いか？」
１．本時の目標　　①社会権の基礎である「生存権」の意味をつかみ、これが平等権の発展したものであることをつかむ。

　　　　　　　　②なぜ「生存権」が生まれたかを考え、これがさまざまな貧富の差を緩和する目的で作られたことをつかむ。

２．本時の指導観　　

　「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」との「生存権」の規定は、全ての国民が平等に最低限度の生活をする権利を持つということであり、第２項は、この権利を守るために、最低限度の生活ができない人々に対して、国がさまざまな支援をしなければならないことを定めたもので、「生存権」が、平等権の「社会的弱者は支援をえる権利を有する」という考えの発展したものであることがわかる。また、支援がなければ最低限度の生活を維持できない人々とは誰のことかを考えてみることにより、これが老人や障害者など、職を得られない貧しい人々だけではなく、ほっておけば貧しい状態になる労働者や、そもそも支援なくして生きられない子供を含むことが理解できよう。つまり「生存権」は、社会的な弱者を支援するものであり、とりわけ社会に存在する貧富の差を緩和する意図で作られたものであることがわかる。

　本時は生存権の規定を手がかりにして、生存権の意味とその成立の社会的背景を探っていきたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：平等権

生存権とは？


国の支援義務

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で平等の意味と弱者には支援を得る権利があることをつかむ。

第25条①を参考にして、皆が等しく最低限どの生活をできる権利をもっているものであることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

以上の確認を基礎に第25条②は、弱者への国の支援の義務を定めたものであることをつかむ

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

憲法第25条を提示

※社会には支援がないと最低限度の生活さえできない人々がいることに気がつかせる




４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一

日本国憲法と基本的人権（９）

「社会権」②
１．本時の目標　　①社会権の１つである教育を受ける権利と労働者の権利の意味を考える。

　　　　　　　　②教育を受ける権利も労働者の権利も自立する力を与える意味があることをつかませ、社会権とはそういうものでもあることを理解させる。

２．本時の指導観　　

　教育を受ける権利も労働者の権利も、どちらも社会権の一部である。したがって「教育を受ける権利」も社会的弱者に力を貸すという社会福祉の側面があり、これが「義務教育無償」の考え方を生んでいる。しかし社会権は同時に社会的弱者が自立する力をつけるという意味があり、この観点から教育を受ける権利をとらえると「学習権」という意味合いが強まり、「能力に応じて」援助を受けると言う面が強まってくる。同じことは労働者の権利についても言え、社会福祉的な意味で労働者を援助するという面が「労働基準法」として結実し、自立させるという面が「労働組合法」として結実している。

　本時は教育を受ける権利と労働者の権利の意味を考えることを通じて、社会権には弱者救済という意味以外に、自立できる力を与えると言う側面もあることをつかませたい。

３．指導過程

	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：生存権

教育を受ける権利とは？


労働者の権利


まとめ
	ノートの問いに答えていく中で弱者が支援を得る権利として生存権があることをつかむ。

憲法第26条①を参考にして、義務教育は親の義務であり子どもには「学ぶ権利」しかないことをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する。

憲法第27・28条を参考に、勤労は権利であり、保護するために労働基準法が定められていることをつかむ。

ノートに自分の意見を書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する

憲法第26条①を提示

※能力に応じた援助を受けて力をつける意味があることに留意

※集団にすることで力を強める意味があることに留意


４本時の評価

	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（10）
「人権を守るための権利」
１．本時の目標　　①人権を守るための権利には「参政権」と「請求権」とがあることをつかむ。
　　　　　　　　②参政権の中心である「公務員の選定・罷免権」と請求権の中心である「裁判権」の内容をつかみ、この権利が何のためにあるかを考える。
２．本時の指導観　　
　「主権は日本国民にある」とか「基本的人権は犯すことのできない永久の権利である」といってみても、もしそれが犯されたときに、この権利を守る制度がなければ絵に書いた餅になる。この国民主権を保障する制度の基礎となる権利が、「参政権」である。参政権には様様な内容があるが、要は政治を実質的に行う代表者である公務員を選びそれを罷免する権利につきる。これが「公務員の選定・罷免権」である。そしてその他の参政権はすべてこの権利から派生しているといって過言ではない。また、国民主権をも含めた基本的人権が侵されたときに、それの回復を求める権利として作られたのが「請求権」であり、この中心となる権利は「裁判権（裁判を受ける権利）」である。
　本時はこの二つの権利の内容をつかみ、これが何のために存在する権利なのかを考えることを通じて、権利と言うものはそれを保持する努力が必要であるということについての認識も深めさせたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：基本的人権
権利を守るための権利とは？

まとめ
	ノートの問いに答えていく中で基本的人権の概要と、それを乱用せず、それを守ることが大切であることを確認する。
権利を守るための権利には「参政権」と「請求権」とがあり、その中心が「公務員の選定・罷免権」「裁判権」にあることをつかみ、その内容を憲法の条文で確認する。

ノートに自分の意見を書く
班で討論し意見をまとめる
各班の意見を発表する
各班の意見を聞く中で、この権利が国民主権と基本的人権を守るためにあることを確認する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
教科書ｐ60・61の表を提示
憲法第15条・第32条を提示
※必要であれば「公務員を選び首にする権利がなぜ国民にあるのか」「公務員とは誰のことを指しているか」「裁判とは何をすることか」を考えさせる



４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	


社会科学習指導案                    　　           　　　　  　　　　 指導者  川瀬健一
日本国憲法と基本的人権（11）
「広がる人権」
１．本時の目標　　①新しい権利として「知る権利」「プライバシーの権利」「環境権」とがあることをしる。
　　　　　　　　②それぞれの権利の内容をつかみ、これらの権利が出来た理由・目的を考える。
２．本時の指導観　　
　権利は人々の暮らしを守るために社会的合意事項として作られてきた。したがってこれは、時代の変化とともにより深められたり、新しい権利が作られたりする。すでに学んだ社会権がそれである。

日本国憲法が定められて半世紀以上たった現在、日本でも多くの新しい権利が生まれている。公害や環境破壊が進む中で、生存権が犯される人が増え、これを守るために生まれた「環境権」。あらゆる物が商品化される中で個人情報までもが商品化されてさまざまな被害が生まれた。これを防ぐためにできた「プライバシーの権利」。さらには、政治が必ずしも本来の目的に添って行われていないことが明らかになる中で、主権者としての国民が政治を監視できるように生まれた権利として、国や地方公共団体の持つ情報を公開させる権利である「知る権利」も生まれた。新しい権利は他にもいくつもあるが、本時はこれらの権利の内容をつかんで、それぞれが生まれた目的や背景を考えることで、権利というものが守るだけではなく、広げていくものであることを学ばせたい。
３．指導過程
	学習過程
	生徒の活動
	教師の指導・支援

	復習：権利を守る権利
新しい権利とは？
その背景は？




まとめ
	ノートの問いに答えていく中で権利を守る点の権利の内容と、その目的を確認する。
教科書を読み、「環境権」「プライバシーの権利」「知る権利」の内容をつかむ。

ノートに自分の考えを書く
各自の意見を発表する

　

ノートに自分の考えを書く。

各自の意見を発表する。

ノートに自分の考えを書く

各自の意見を発表する

ノートのまとめの問題でまとめる
	ノートの復習問題を提示する
教科書ｐ62・63を提示　
※公害・環境破壊の進展で生存権が犯されることに留意

※個人情報が売られていることに留意

※主権者が政治を監視するという意味であることに留意


４本時の評価
	関心・意欲・態度
	

	思考・判断
	

	資料活用
	








環境権が生まれた理由・目的は何だろう？





地方自治の仕組みは国の政治のしくみとどこが違うか？








なぜ労働者には集団を組んで行動することが許されるのだろう？








自動車の排ガスをなくす（減らす）には、政治の諸機関に何をさせたらよいのか？。行動計画を作ろう！














国政の機関どうしは、本当に監視できているのか？





なぜ国の政治を一つの機関でやらずに、三つの機関に分けたのだろう？











自動車の排気ガスを減らしたりなくしたりするには政治に何をさせればよいか？








本当にお互いが監視しあっているのか？








地方自治で住民ができて、国政で国民ができないこととは何か？





知る権利が生まれた理由・目的は何だろう？





プライバシーの権利が生まれた理由・目的は何だろう？





教育を受ける権利の「能力に応じて」とはどういう意味だろう？








国政の機関で直接国民が選び辞めさせることができるのは何だろう？





自動車の排気ガスを減らしたりなくすにはどうしたらよいのか？





「公務員の選定・罷免権」「裁判を受ける権利」はそれぞれ何のためにあるのだろう？








なぜ「生存権」という権利が生まれたのだろう？











